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LNG導 入 に 関 し て

理事 ・東京大学工学部教授 平 川 誠 一

わが国のLNG導 入は1969年 以 来伸展 をみてお り,198ユ 年 には1,7000万tに 達 し,

わが国の一 次エネルギー供給量 の5.9%を 占めるほどの規模 に相 成 った。 現在,マ

レー シア(サ ラワ ク)か ら600万t/yの 輸 入 を1983年2月 に東京 電力,東 京 ガ ス

が開始 し,ま た,こ の秋には イン ドネ シア増量 プ ロジェク ト(東 カ リマ ンタン)320

万t/yの 中部電力,関 西電 力,東 邦 ガス,大 阪 ガ スに よ る輸 入開始 が予 定 され て

いる。

このよ うに,LNGは かな り早 い時期 か ら,多 くの石 油代替 エネルギーの中で,

日本のニー ズに合致 す るもの と考え られ,積 極 的にその導入が図 られ て来 てお り,

また将来 にお いて も最 も重要 な石油代替 エネルギーの一 つである。 また,LNGに

関す る国際的交流の必要 性な らびにLNGの 世界 的役 割の重要性 は広 く理解 されて

いる。

この国際交流に関 しては,第6回 国際LNG会 議(京 都)は 日本LNG会 議 によ っ

て主 催 されたが,こ の経験 を踏 まえ以 後国内組織 の整 備が検討 され,現 在国 際LN

G会 議 日本国内懇談会が国内委員会的性格 の もとに活動 をお こな って いる。LNG

の第7回 国際会議は本年 ジヤカル タにて成功裡 に終了 し,3年 後 の第8回 国際会議

は ロス ア ンジェル スで開催 が決定 してい る。

LNGの 世界的役 割の一環 と して,わ が国では,美 しい環境 との調和,省 エネル

ギー ・高効率化の追求,保 安 ・防災対策 の完備,世 界最 高のLNG技 術の確立 など

への精進が継 続 されてい る。今 後は多様化す るエネルギー間の競争の なかで ,LN

Gの 売買条件,設 備 コス ト,立 地な どの諸問題 に対 して,技 術 ・社会 ・経済 ・政策

の諸面を一段 と有機 的に総 合化 して解 決せねばな らない。エネルギー総 合工学研究

所の主導に より,LNGが 魅 力あ る商品 としていまよ りも一層市場 に役立 つ ことを

願 うものであ る。(ひ らかわ せいいち)
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クロス インパ ク ト法 を応 用 した

結合 型石 油価格予測 モデル

森 俊 介
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1.は じ め に

エネルギー問題,特 に石油価格の予測の問

題には,よ く知られているように多くの困難

がつきまとう。それは,石 油価格は過去の2

度にわたる石油ショックが示すように,OP

ECは ほぼ独占的な価格決定政策をとり,か

つ政治的要因によって変動を受けやすいこと,

かつ消費国側の構造も,こ れに応 じ変化 しつ

つあることが主な原因である。同時に,近 年

の石油価格の下降が示すように,需 要低下の

状況においては,石 油もまた市場メカニズム

に従わざるを得ない面もある。

本研究においては以上の点を考慮 し,ま ず

石油価格を内生化する石油市場モデルを構築

して,石 油価格の経済メカニズムを明示する。

第二に,技 術予測手法の一法であるクロスイ

ンパク ト法(以 下X-1法 と略記)に よって

中東情勢に影響 し,石 油価格を左右すると思

われる政治的事象の将来シナリオ予測を行な

う。最後に,両 者を結合 し,総 合的な石油市

場の将来像の抽出を試みるものである。

なお,本 報告は,(財)電 力中央研究所の

委託を受け,当 研究所が実施 した 「エネルギー

システム評価手法の開発研究」の一部であり,

東京大学工学部茅陽一教授,京 都大学経済研

究所佐和隆光教授並びに埼玉大学教養学部室

田泰弘助教授の協力をえて行ったものである。

本稿は過去3年 間にわたって行なわれたもの

の概要を述べたものであり,紙 面の制約上省

略せざるを得なかった方法論の詳細や具体的

なデータは,文 献(1)～(3)に示す報告書を参照

されたい。

2.石 油 市 場 モ デ ル につ い て

こ こで 用 い た石 油 市 場 モ デル は,基 本 的 に

は佐 和 に よ っ て 開発 され た石 油 市 場 の シ ステ

ム ダ イ ナ ミッ クス モ デ ル ゆ を以 下 の よ う に拡

張 した もの で あ る。

(1)消 費国側 を 日本,米 国,そ の 他OECD,

LDCと4群 に拡 張 した。

(2)OPECの 価 格 政 策 をlowabsorbers(サ

ウ ジ,ク エ ー ト,力 タル,UAE)とhigh

absorbers(リ ビア,ガ ボ ン,ナ イ ジェ リア,

ア ル ジ ェ リア,イ ン ドネ シ ア,ベ ネ ズ エ

ラ,エ クア ドル)が 個 別 の反 応 関数 を持 ち,

価 格 と需給 の均 衡 条件 か ら,各 々の生産 シェ

ア と価 格 が 同 時 決 定 され る もの と した。

(3)こ れ らの 構 造 方 程 式 を すべ て 実 デ ー タか

ら推 定 し,計 量 経 済 モ デ ル と した 。

この モ デル の 全 体 的 構 成 を 図1に,変 数 名
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図1世 界石油市場モデルの構成

とその意味を表1に 示す。

本モデルにおけるOPECの 価格決定メカ

ニズムは,次 のようにモデル化 されている。

まず,基 本的なアプローチとしてOPEC

が何 らかの予測に基づき,将 来歳入の現在価

値を最大化するよう価格決定を行なう,と い

う立場をとらなかった。 これは,近 年のOP

ECの 行動を何 らかの最適行動の結果とは考

えにくいためである。ここでは,既 述のよう

に,t期 のOPECへ の石油需要と先進国物

価 水 準 が 与 え らる と(t+ユ)期 の名 目石 油

価 格 が定 ま る と い う,反 応 関 数 モ デ ル を採 用

した。い ま,Iowabsorbersとhighabsorbers

の 石 油 生 産 能 力 をCL(17,235kB/D),C,

(10,200kB/D),両 者 のt期 に お け る石 油

生産 量 を このCL,C,1で 除 した値(産 油 率 と

呼 ぶ)をX・Lt,X・Htと す る 。 対OP

EC石 油 需 要 の う ち,戦 争継 続 中 で あ る イ ラ

ン,イ ラ クを 除 い た 量 をDOPECt ,先 進

国 平 均 物価 水 準 をPG・Ttと す る。 この 時,
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表1世 界石油市場モデル,変 数名と意味

(1)Pt名 目石 油 価格

(2)PG・Jt卸 売 物 価 指数
日

(3)PR・J亡 実 質石 油 価格
本

(4)GDP・Jt実 質GDP
セ

(5)DE・Jt一 次 エ ネル ギー 需 要 計
ク

(6>OS・Jt石 油 シ ェ ア
タ

(7)DOL・Jt石 油 消 費 量

そ (8)PG・Ot卸 売 物 価 指数
の

他 (9)PR・Ot実 質 石 油 価格

O
E (101GDP・Ot実 質GDP

C
D (ωDE・0亡 一 次 エ ネル ギー 需 要 計

セ (12)OS・Ot石 油 シ ェ ア
ク
タ (13)DOL・Ot石 油消 費 量

(14)PG・Ut卸 売 物 価 指数

(15)PR・Ut実 質 石 油 価格

米 (16)GDP・Ut実 質GDP

国
(17>BR・Ut短 期 市 場 金 利

(18)MS・Utマ ネ ー ・サ プ ラ イ(M,)
セ

(19)DE・Ut一 次 エ ネ ル ギー 需 要 計

ク
(20)OS・Ut石 油 シ ェ ア

タ (21>DOL・Ut石 油 消 費 量

(22)DLDCtLDC石 油 需要

⑳DOL・Tt自 由世界石油需要計

(24)DOPECtOPEC石 油供 給

O (除 イ ラ ン ・イ ラ ク)

P (25)SNOt非OPEC石 油 供 給

E (26)ASS・TtOPEC実 質石 油 収 入 額

C
(27)X・Ltlow-absorbers産 油 率

セ

ク
(28)X・Hthigh-absorbers産 油 率

タ (29)CllIran-lraq産 油 量

(30)PG・Tt世 界物 価 水 準

10wabsorbersとhighabsorbersは 各 々 次 の

反 応 関 数 を 持 つ と す る 。

工nPt+1;αL+βL×X・L、+γL×1rlPG・T、 …(1)

1r3Pt+1二 αH+BH×X・Ht十 γH×lnPG・Tt圏 …(2)

ま た,需 給 の 均 衝 条 件 は,

DOPECt=CL×X・Lt十CH×X・Ht(3)

と な る 。DOPEC,とPG・T,が 与 え ら れ

る と,(1),② 式 の 値 の 一 致 条 件(価 格 の 均 衡 条

件)と(3)式 か ら,X・L・,X・H,,Pt・ ・ が

同 時 決 定 され る。

この よ う に同 時 方 程 式 体 系 で あ るた め,パ

ラ メー タの 推 定 は 誘 導 形 に よ る間 接最 小 二 乗

法 を 用 い る こ と と した。 この結 果,

lnpt+1=2.400X・Lt+1 .576+3.5891nPG・Tt

・・・…(4)

lnlPt+1=2.125X・Ht+1 .636+4.6841nPG・Tt

99・・。。(5)

を得 た。 こ こで,名 目石 油 価 格 デ ー タ には,

世 界 全 体 の マ ク ロな 実 勢 価 格 と し て 米 国 平

均 輸 入 価 格 を 用 い た 。 ま た,1期 と して は

6ケ 月 が 最 も良 い 結 果 を 与 え た。 図2に は

1977年 か ら1982年 上 期 ま で の 名 目 石 油価 格

X・Lt,X・Htの 推 定 値 と実 績 値 を 示 す 。

第 二 次 石 油 シ ョッ クの前 後 か ら近 年 の石 油 価

格 の 低 下 ま で を 良 く トレー ス して い る と言 え

よ う。

しか し,こ の よ うな反 応 関 数 モ デル の 経 済

学 的意 味 は必 ず し も明瞭 で は な く,こ の 点 に

1.0

($/B)

50 5

777879808182

図2名 目 石 油 価 格,10wabsorbersとhigh

absorbers産 油 率 実 績 値(実 線)と 推

定 値(点 線)

4



＼
、ノ

関 して は注 意 が必 要 で あ る。

消 費 国側 の構 造 方 程式 は図1に 示 す よ うで

き る限 り簡 単 な形 と した。 但 し,米 国 セ ク タ

のみ はや や複雑 な もの に な って い る。 これ は,

米 国 で はGDPが 単純 な タ イ ム トレ ン ドと実

質 石 油価 格 弾性 値 の他,短 期 市 場 金 利 を説 明

変 数 に必 要 と した た め で あ る。 ま た,マ ネ ー

サ プ ライ を 政策 変 数 と して 導 入 した 。

ま た,本 モ デ ル で は 日,米,そ の 他OEC

Dの 一 次 エ ネル ギー需 要 を導 く式 に,GDP,

実質 石油価 格 の他,石 油 シェ アを加 えて い る。

これ は,先 進 国 の 省 エ ネ ル ギ ー技 術 の代 理 変

数 と して 与 え た。 この結 果 図3の よ うに1970

年 か ら1981年 ま で 各群 と もき わ めて 良 い適 合

度 を 示 した 。 推 定 され た方 程 式 は以 下 の よ う

で あ る。()内 はt値 で あ る。

inDE・Jt=-3.154×10-21nPR・J,-1+o.66glnOS・Jt-・

(1.46)(3.36)

十〇.5551nGDP-Jt十5,387

(4,87)(7.49)

R2=O.878D.W=1.997(6)

lnDE・Ut=-2.59×IO-21nPR・U,_,十 〇.339工nOS・Ut_1

(2.02)(2.27)

十 〇.3771nGDR・Ut十7,99

(3.32)(8.51)

R2=0 .823D.W=2.01(7)

lnDE・Ot=-4.88×10『21nPR・Ot+O.0261nOS・Ot_1

(2.56)(0.094)

+0.8981nGDP・Ot+3.136

(6.66)(2.974)

R2=0.920D.W=2.004(8)

石 油 の シ ェ ア は ロ ジッ ト変 換 し推 定 した 。

この 他 の 構 造 方 程 式 群 の 詳 細 は,文 献(3)を 参

照 され た い。

モ デル 全 体 の 最 終 テス トシ ミュ レー シ ョ ン

結 果 の 例 と して,名 目石 油 価 格 お よ び 先 進 国

(109t}

20

10

U.S.A

otherOECD

7Q7274767880

図3先 進 国 各 群 の一 次 エ ネ ル ギ ー 需 要 実績

値(実 線)と 推 定 値(点 線)(縦 軸 の

単 位 は 石 油 換 算109t)

各 群 の 一 次 エ ネル ギ ー 需 要 の 推 定値 と実 績値

を 図4,図5に 示 す 。 図4で は,reference

caseと して1982年 以 降 日,米 のGDP潜 在 成

長 率 を 各 々3.5%,2.5%と し,米 国 マ ネ ー

サ プ ラ イの 時 間 依 存 項 を7%/Yearの 場 合

を 用 い た。mostlikelycaseは 後 述 す る政 治

シ ナ リオ との 結 合 シ ミュ レー シ ョン結 果 で あ

る。

以 上 の よ うに,こ の モ デ ル は 簡 素 で は あ る

が,世 界 石 油 市 場 に良 好 に 追従 して い る と言

え よ う。

($)

mosttikelソCGse

77808590

図4名 目石油価格最終テスト結果値(実 線)

と実績値(1982年 までの点線)
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図5一 次 エ ネ ル ギ ー需 要 最 終 テ ス トシ ミュ

レー シ ョ ン値(実 線)と 実績 値(点 線)

3.ク ロスイ ンパク ト法 によ る政 治 シナ リオ

クロスインパクト法(X-1法)と は,技

術予測手法の一法であり,必 ず しも過去の ト

レンドでは把えられない技術の開発や政治事

象の予測を,専 門家の主観的判断に基いて行

なうものである。すなわち,あ る政治事象i

が将来時点において生起す る確率P(i)と,

別の政治事象jの 生起によるP(1)の 変化

P(ilj)を 専門家に推定 して もらう。こ

れらは一般的に数学的には不完全な体系であ

るが,確 率論を応用することにより修正を施

し,同 時に全政治事象の生起非生起の組み合

わせの状態(全 事象非生起から全事象生起ま

で,n事 象あれば2n通 りある)の 確率を抽

出できる。 これにより,将 来の政治事象がど

のような形で生起するか,そ のシナリオを決

定できる。これを最尤シナ リオと呼んでいる。

これを将来の各時点ごとに行ない,矛 盾の生

じないように接続することにより一連の政治

シナ リオが決定できる。

実際には,事 象の決定から確率の推定,シ

ナ リオ の決定 まで様 々な工夫 が な され て お り,

ま た多 くの 拡 張 手 法 が 開 発 され て い るが,限

られ た 紙 面 で は と うて い 尽 くせ な い た め,こ

れ らは 文 献(1)～(3),(5),(6)に 譲 る 。

こ こで は,次 の 手順 で ま ず 予 測 の 対 象 とす

る政 治 事 象 を 決 定 した 。

1)討 論 に よ り,経 済 変量,OECD,中 東 ・

OPEC,nonOPEC・LDC,エ ネ ル

ギ ー 技 術 の 各 セ ク タか ら,重 要 と思 わ れ る

キ ー ワー ドを 抽 出 す る。(計44個)

2)こ れ らキ ー ワー ドの意 味 の 明確 化 を行 な

い,さ らに これ らの 因 果 関連 行 列 を作 成 し,

構 造 化 す る。

3)さ ら に討 論 を 重 ね,キ ー ワ ー ドの整 理 ・

統 合 を行 ない,最 終 的 な事 象群 を決 定す る。

こ う して,以 下 の 事 象群 が決 定 され た。 予

測 の 目標 は,1990年 ま で の世 界 石 油 市 場 に重

要 な 影 響 を 与 え る政 治 シナ リオ の動 学 的 決 定

で あ る。

1.イ ス ラム 原 理 主 義 が 中東 で 強化 され,支

配 的 勢 力を 得 る。

2.サ ウ ジの 親 米 色 が低 下 す る 。

3.lowabsorbersの 工 業化 指 向が 低 下 す る。

4.highabsorbersの 工業 化指 向が 低下 す る。

5.10wabsorbersの 生 活 水 準 が 低 下 す る 。

6.highabsorbersの 生 活 水 準 が 低 下 す る 。

7.Iranlraq戦 争 が 終 結 す る 。

8.lowabsorbersの 価 格 政 策 がhighabs-

orbers化 す る。

9-1.Iowabsorbersの 石 油 供 給 が 一 時 途 絶

す る 。

9-2.10wabsorbersの 石 油 供 給 が 恒 久 途 絶

す る 。

9-3.highabsorbersの 石 油 供 給 が ～ 時 途 絶

す る 。
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9-4.highabsorbersの 石 油 供 給 が 恒 久 的

途 絶 す る。

この よ うに,最 終 的 に は 中東 情 勢 に 関す る

もの の み とな った。 逆 に言 え ば,こ れ ら以 外

の 事 象 群 は,も っぱ ら経 済 モ デ ル の範 囲 で十

分 扱 え る と結 論 され た こ とに な る。

上 の 第1～8事 象 は 中 東情 勢,第9-1～9-4

事 象 は 石 油 供 給 途 絶 に 関す る もので,後 者 は

前 者 の シナ リオ の 下 で決 定 され る。

次 い で,各 事 象 の生 起 確 率 を推 定 す る。 推

定 は,①1990年 まで の 事 象iの 生 起 す る確

率,② その1990年 まで の 時 間 変 化 パ ラメ ー

タ,③ 事 象jが 当 初 生 起 した 場 合 のP(i)

と その 変化 パ ラメ ー タ,の 形 で行 な っ た 。

結 果 を 表2に 示す 。 これ か ら,事 象9-4は

孤 立 事 象 で あ ってX-1法 の対 象 か ら外 せ る

こ と,第8事 象 は 第1～7事 象 か ら影 響 を受

け るの み で あ る こ とが わ か る。 そ こで第 ヱ～

7事 象 をA群,第8,9.1～9-3事 象 をB群

とす る。 こ う して 得 られ た動 学 的最 尤 シナ リ

オ を図6に 示 す 。

図6に は 確 率 数 値 の 高 い もの2本 を示 す

1984

1985(OOOOOOO:

[0.087×0

↓

1986(1011011:

〔0.064×0

↓

1987(1011111:

[0.127×0

↓

1988(1111111:

[0.198×0

↓

1989(1111111:

〔0.334×0

↓

1990(1111111:

[0.466×0

(0000QOO:0000)

[0.268×0.667]

＼

0000)(0000010:

.596][0,062×0

↓

0000)(1011011:

.333][0.064×O

O100)(1011111:

.362][0.127×0

↓

1100)(1111111:

.300]〔0.198×0

↓

1100)(1111111:

.298ユ[0.334×0

↓

1101)(1111111:

.269]〔0.466×0

図6動 学的最尤 シナリオ連鎖(下 段 〔

内はAグ ループおよびBグ ル～プのシ

ナ リオ確率値)

0000)

.518]

0100)

.303]

0000)

.157]

1101)

.175]

1101)

.186]

1100)

.265ユ

〕

が,両 者に本質的な相違はないと考えられる。

このシナリオは,OPEC全 体に保守的回帰

が次第に顕著なものとなるであろうことを示

している。

4.結 合 型 シ ミュ レー シ ョン につ い て

前 章 で 得 た 中東 情 勢 の シナ リオ を,世 界 石

油 市 場 モ デル と結 合 し,シ ミュ レー シ ョンを

行 な う。 その ため に は,政 治 事 象 と経 済 変 量

の 関 係 を定 量 的 か つ 具 体 的 に決 定 せ ね ば な ら

な い。 ま た,そ の 影 響 も,個 々 の事 象 が 独立

に与 え るか 群 と して 与 え るか,時 間 的 に は 短

期 的 か 長 期 的 で あ るか,さ らに 経 済 変 量 か ら

政 治 事 象 へ の 当然 考 え られ る フ ィー ドバ ッ ク

の 扱 い等,多 くの 問 題 が あ る。 これ らは,文

献 ② に お いて 論 じられ て い るの で,詳 細 は そ

ち ら に譲 り,こ こで は 前 章 の最 尤 シナ リオ の

影 響 の 具 体 的 導 入 を 示 す 。

7.イ ラ ンー イ ラ ク戦 争 の1985年 後 期 終 結

(ま た は戦 線 の 十 分 な縮 小)… イ ラ ン,

イ ラ ク両 国 が1985年 下 期以 降highabs-

orbersに 復 帰 す る 。 す な わ ち,CHが

7,000kB/D(両 国 の生 産 可能 量 上 限)

増 加 し,そ れ ま で外 生 的 に与 え られ て い

た イ ラ ンー イ ラ クの生 産 量 を これ以 後0

とす る。

8.lowabsorbersの 価 格 政 策 のhighab-

sorbersへ の 一 致 が1987年 後 期 に生 起 …

10wabsorbersの 反 応 関 数(4)式 が,high

absorbersの もの〔5)式に一 致 す る 。

9-1.lowabsorbersの 一 時 供 給 途 絶 が

1986年 後 期 に生起 …1986年 後 期1期 の み,

lowabsorbersの 生 産 可 能 量CLを2,000

kB/D減 少 させ る 。

7



表2推 定された確率数値 と時間変化パ ラメータ

1 2 3 4 5 6 7 8 9-1 9-2 9-3 9-4

1.イ スラム原理主 義

が中東で強化

0.89 0.65 0.57 0.82 0.57 0.75 0.53 0.85 O.6

Tmα
'853

.0

Tmα
'843

.0

Tmα
'832

.5
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.0
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.0
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.5
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.0
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.5

Toα
髄831∫ 〕
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下

0.57 0.48 〔},53

Tmα
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.0

Tmα
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.0

Tmαぴ862/,

3.[ow-absorbers

工業指向低 下

0.45 0.6 0.8 0.6{1

Tmα
'833

.0 i
Tmα
'834

.0

Tmα'84L5 Tmα
冒871

.5

4.Iow-absorbers

工業捲向低下

0.82

Tmα
国834

.0 1
5,bw-absorbers

生活水準低下

0.90 0.57 0.57 0.8(,

Tmα
脚853

.0

Tmα
'854

.0

Tmα
'884

.0

Toα
'83〔 〉

,5

6.hlgh-absorbers

生活水準低 下

0.89 0.82 0.77 0.i2 0.75

Tmα
'852

.0

Tmα
'843

.0

Toα
'

830.5

Toα
'831

.0

Toα
'831

.(1

7.Iran-lraq

戦争終結

0.89 0.75

Tmα
'852

.0

Tmα
'852

.0 i
8.bw-absorbersの

bgh-absorbers化

0.45

Tmα
'905

.0

9.-1.low-absQr悦rs

一時供給途絶

0.75 {〕,15 0.6

Toα
'830

.5

Toα
1831

.0

Toα
1831

.0

一2.めw-absorbers

恒久供給途絶

0.10

Toα
1831

.0 　
一3.h19h-absorbers

一時供給途絶

0.85 0.15 0.5

Toα
'830

.5

Toα
'831

.0

Toα
}831

.0

一4.hlgh-absorbers

恒久供給途絶

0.5

1
Toα183LO

1-・ ・一 ・・…i:i+ap・ ・)・・-P・・)・ 濃 …d・-1・ ・ 9・・… タイプFP(1)α(t-To)α

9-3.highabsorbersの 一 時 供 給 途 絶 が

1989年 後 期 に生 起 …1989年 後 期 に1期 の

み,highabsorbersの 生 産 可 能 量C・}1を

2,000kB/D減 少 させ る。

この他 の事 象 の 影 響 は,石 油 市 場 に対 して

はす べ て 間接 的 な もの で あ る と され た。

この シナ リオ の下 で の シ ミュ レー シ ョ ンの

結 果 の うち,名 目石 油 価 格 に関 す る結 果 を図

4のmostIikelycaseと して 示 して あ る。

この よ うに,石 油 供 給 途 絶 の影 響 は き わ め

て 短 い もの で あ り,1～2期 で もとの トレ ン

ドに 復帰 して い る。 この他 の 変 量 の 変 化 もき

わ め て小 さい もの で あ っ た。 これ は,モ デ ル

の上 で は1979年 の イ ラ ンー イ ラク戦 争 開始 に

と もな う両国 の生産 量減 少が きわめて 大 き く,

か つ 長 期 の 影 響 を もた ら して い る こ と と対 照

的 で あ る。 この シ ミュ レー シ ョ ンは1977年 を

初 期 値 と し,イ ラ ンー イ ラ クの生 産 量 お よ び

nonOPEC石 油供給のみを外生変数として

いるため,第 二次石油ショックとこの最尤シ

ナ リオの扱いに本質的差異はない。 これは,

1982年以後各消費国とも石油依存度が低下 し

ていること,ま た世界石油供給の中のOPE

Cの シェアが急速に低下 したことの反映であ

る。

この他,OPECの 価格政策の変化(先 進

国物価水準に対する弾性値の変化),先 進国

消費構造変化等がモデルパ ラメータの変化と

して与えられ,様 々な政治シナリオの下で多

くの興味深い知見を得たが,こ こでは省略す

る。

5.お わ り に

石油価格と石油市場のモデル化の一方法論

として,経 済メカニズムの側面と政治シナリ
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オに依存する側面の各々を別個に異なるアプ

ローチでモデル化 し,両 者を結合するシミュ

レーションを試みた。現段階では,経 済モデ

ル,政 治 シナ リオ,結 合の方法論とも多くの

課題を残 している。 しか し,定 量的な構造と

あいまいな事象が関係しあうような問題には,

本論のアプローチは有用な試みと考えられよ

う。

なお,こ こで用いた経済モデルは,現 在経

済企画庁経済研究所において一層の改良作業

中の段階のものであることを付記する。

(も り しゅんすけ 東京理科大学理工学

部経営工学科助手)
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1.は じ め に

燃 料 電 池 の最 初 の 実 験 は,1839年 イ ギ リス

人 グ ロ ー ブ に よ り行 なわ れ た。 ユ965年 に は,

ゼ ネ ラル ・エ レク トリ ック社 が 開 発 した ポ リ

ス チ レ ン系 イ オ ン交 換 樹 脂 を 電 解 質 と して 用

い た燃 料 電 池 が宇 宙 船 ジ ェ ミニ5号 に,そ の

翌年 に はユ ナ イ テ ッ ド・エ ア ク ラ フ ト社(現

ユ ナ イ テ ッ ド・テ ク ノ ロ ジ ー社;UT社)製

の アルカ リ型燃 料電 池が ア ポ ロに搭 載 され た。

UT社 は,熱 機 関 に くらべ,ク り一 ンで,

小 規 模 で も,あ る い は部 分 負 荷 で も,高 効 率

な燃 料 電 池 発 電 技 術 を,地 上 で の小 規 模 電 源

と して 実 用 化 す る こ とを 意 図 して,1967年 ガ

ス会 社 と共 同 出 資 のTARGET計 画 を設 立

した。 この 計 画 は,1977年 よ りGRI計 画 と

して 継 続 され て お り,40kWの 熱 併 給 オ ンサ

イ ト ・リン酸型 燃料 電池発 電 システ ム(OS/

IES;オ ンサ イ ト/イ ンテ グ レイ テ ィ ド ・

エ ネル ギ ー ・シ ス テ ム)を49基 開 発 し,1984

年 よ り需 要 家 で あ る ガ ス会 社 の サ イ トに設 置

し,実 負 荷 追 従 運 転 テ ス トを 予 定 して い る。

リン酸 型燃 料電 池 発電 システムは,約40%の 発

電 効 率 に加 え,更 に40%の 排 熱 出 力(約70～

180℃ の 蒸 気 お よ び 温水)を 有 す る た め,需

要 地 点(オ ンサ イ ト)に 設 置 す る こ と に よ り

最大の総合熱効率(約80%)を 発揮 し得る。

しか しながら1960年 代には,燃 料電池を電

気事業用電源として用いることには,積 極的

な気運はなかった。 ところで,ユ973年 の中東

戦争を機に石油価格が暴騰 し,エ ネルギー有

効利用策が,真 剣に検討されるようになった。

一方,電 力需要の都市部への集中,電 源の立

地難による遠隔化に伴い,設 備改善などによ

る送変配電ロスの低減傾向もここ数年は頭打

ちとなってきた。 このような事情を背景に,

1970年 代から需要地近傍の分散型発電所(出

力数千～数万kW)が,そ の解決策 として提

案され,リ ン酸型燃料電池発電 システムが有

アルカリ水溶液
電解質燃料電池
一

純水素
(含窒化水
素分解生
成水素) 有機固誌 副
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力な分散型電源の候補として期待されている。

燃料電池は,そ の電解質の違いにより図1

に示すいくつかのタイプに分類される。 ここ

では他の型にくらべ効率は最も低いが,近 年

実用化開発がわが国およびアメリカで最も盛

んなリン酸型燃料電池に話題を絞りたい。

本稿では,リ ン酸型燃料電池の導入を可能

とする条件と時期,導 入量などについての検

討方法について,い くつかの文献を参考にし

なが ら考えてみたい。

2.リ ン酸 型 燃 料 電 池 発 電 シ ステ ム 導 入 に

必要 な条 件(建 設 費 ・効率 ・寿命)と 時 期

リン酸型燃料電池発電システムの建設費が

どの程度になれば,実 用化可能であるかを,

わが国の既設の電源の建設単価(表1)を も

表1電 源別発電原価(昭 和56年度運開べ一ス)

建 設 単 価
(万円/kW) (円/kWh)

送 電 端 発 電 原 価

燃料費比率

一 般 水 力
54～55 18～19 一

石 油 火 力 1/～12 19～20 8割 程度

石 炭 火 力 18～19 14～15 5.5割 程 度

LNG火 力 14～15 17～18 7,5割 程 度

原 子 力 24～25 11～12 2.5害IJ程 度

(注)1.発 電 原価 は,昭 和56年 度 近辺に運開 し

た,あ るいは運開が予定 されている発電

所 を参考 とし,モ デル的 なプラン トを想

定 して計算 した。

2.利 用率 は,70%(水 力は5%程 度)を

前提 とした。

3.価 格は,運 開初年 度時点価格 である。

4.モ デルプラントは次の ように想定 した。
一般水 力(ダ ム ・水路式)

1～4万kW

石油火力60万kW4基

石炭火力60万kW4基

1(海外炭使用)
LNG火 力60万kW4基

原子 力110万kW4基

(出所)石 油代 替エネルギー便覧(昭 和57年 度 版)

とに考 えて み た い。LNGを 燃 料 とす る場 合,

既 設 のLNG火 力 の建 設単価 ユ4～15万 円/kW

お よ び,新 鋭 火 力 の効 率41%を ク リヤす る こ

とが で き る な ら,燃 料 電 池 発電 プ ラ ン トは,

商 業 ベ ー ス に乗 る た め の 主 な障 害 を越 した こ

とに な るの で あ ろ う。こ の 場 合,LNG火 力

と同 等 の 利 用 率,耐 用 年数 運 転 費,燃 料 価

格 等 を仮 定 す る と,燃 料 費 比 率 は,7.5割 程

度 とな り,燃 料 の 入手 価 格 が 発電 原 価 に相 当

の 影 響 を 及 ぼ す こ とに な る 。

と ころ で,現 在 の燃 料 電 池 実 証 設備 の建 設

単価 は,東 京 電 力㈱ がUT社 か ら技 術導 入 し

た4.5MWプ ラ ン トが 約110万 円/kW程 度

で あ る と言 わ れ て お り,そ の熱 効 率 は 設 計値

で37%uで あ る。 ア メ リカ エ ネ ル ギ ー 省,電

力研 究所(EPRI),テ ネ シー ・バ レー ・

オ ー ソ リテ ィ(TVA)の 資 金援 助 に よ る燃

料電 池 開 発 計 画 に よ れ ば,1986年 に はUT社

1ユMW,ウ ェ ス テ ィ ングハ ウ ス社(WH社)

7.5MWの コマ ー シ ャル プ ロ トタ イ プ 機 の 試

験 が 開始 され る 予 定 で あ る。 コマ ー シ ャル ユ

ニ ッ トの 目標 性 能 は 表2に 示 す よ うに熱 効 率

4ユ%を め ざ して お り,建 設単 価 も14万 円/kW

($=240円 換 算)と な っ て い る 。

上記 の 目標 建 設 費 に実 際 に到 達 す る時 期 に

つ い て は,関 心 の もたれ る と こ ろ だが,ア メ

リカ で予 測 した例 が あ る ので 図22)に 示 す 。

将 来 にな る ほど予測 時期 の誤 差 巾が大 き くな っ

て い るが,止 む を得 な い。 図2に よ る と,建

設 単 価 が14万 円/kW～11万 円/kWに な る

時 期 は,UT社,WH社 の コマ ー シ ャル プ ロ

トタイプ機 の試験 が 開始 され る1986年 か ら1990

年 代 に か け て で あ る と予 測 され る。

次 に効 率 お よ び寿 命 につ い て 述 べ る。 東 京

電 力 ㈱ が 実 証 試 験 中 の4.5MWプ ラ ン トの 性

11一
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技 術 基 盤 1980 1983-85 1984-89 1986-199?
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電池本体の製作
自 動 成 型

手 動 組 み 立
半 連 続 半 連 続 自 動

o_
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熟 練 専 門 家 熟 練 専 門 家 熟 練 した職 工

職工 およひ工場
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図2リ ン酸 型 燃 料 電 池 販 売 価 格 の 見 通 し

(注)1)数,ガ ワ。 ト級 リ・酸型燃禰 池のプラ・ ト騰 は技術醗 ・より低減 される計画である・

2)BOOZ-ALLEN&HAMILTONInc・ が作成。
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表2電 気事業用 リン酸型燃料電池発電プラン トの現状および目標性能

現 状 目 標
(実証試験中のプラン ト) (計画中の商業プラン ト)

出 力(MW) 4.5 7.5(WH社),11(UT社)

燃 料 ナ フサ,天 然 ガ ス, 石 炭 ガ ス,メ タ ノ ー ル,ナ フ サ,

SNG(合 成 天 然 ガ ス) 天然 ガス

効 率(%,高 位発熱量基準) 約37 約41

資 本 費(1981年,$/kW) 約950 約600

計 画 寿 命 約1年 約20年

(注)出 所:EPRI

能 諸 元 に よ る と,効 率36.7%,電 池 本 体 寿 命

は40,000時 間以 上,プ ラ ン ト耐 用 年 数20年 で

あ るD。 と ころで,こ の4.5MWプ ラ ン トの

運 転 条 件 は3.5aむa,191℃,(セ ル 面 積3,400

c㎡)で あ るがUT社 で は10.5ata,207。C,

(セ ル 面 積9,300c㎡)と し,効 率41。1%で

40,000時 間 の寿命 を 目標 と した研究 を お こな っ

て お り,5cm×5cmの 小 型 セ ル で は,効 率 改

良 条 件(8.4ata,207℃)で5,000時 間 の テ

ス トを お こな い 良 好 な結 果 を得 て い る。 同 時

に3,400c㎡ セル につ い て も20セ ル ス タ ッ クで

ユ,500時 間 の テ ス トを行 い 同 様 な 結 果 を得 て

い る。 この よ うな ア メ リカ に お け る研 究 開 発

の進 捗 状 況 か ら判 断 す るか ぎ り,効 率,寿 命

面 で の 表2に 示 した 目標 の 達 成 は,近 い もの

と思 われ る。

3.建 設単価の低減のための主な課題

3.1コ ストダウンに必要な研究開発

表3は 燃料電池発電プラントの総建設費の

構成比の例を示したものであるが,同 表によ

と,商 業化時の総建設費の4割 強を電池設備

が占めることになると予想される。電池設備

のなかで もとりわけ,グ ラファイ ト製電極基

板,セ パ レーター板などが現状では高価であ

表3燃 料電池発電プラント総建設費の内訳(例)

1

内 訳
総建設費に占め る割合

(%)

土 地 代 5

設備 電 池 設 備

直 交 変 換 装 置

リ フ ォ ー マ ー

そ の 他

小 計

42

7

31

13

(98)

建 設 中 利 子 2

総 計 100

り,そ のコス トダウンのための材料開発や製

法研究がおこなわれている。

一般に貴金属(白 金)触 媒費が高いという

印象を受けがちだが,む しろグラファイ ト部

材費が20万 円/kW以 上す るといわれてい

る。 したがってグラファイ ト成型品の安価な

製造法の開発が,コ ス トダウンの為に必要で

ある。

白金の使用量は,ア メ リカでは5g/kW

以下の燃料電池がすでに開発されており,白

金触媒費は2万 円/kW以 下であろう。燃料

電池システム全体のコス トダウンが進み,建

設単価が目標値15～20万 円//kW以 下 となっ

た段階では,白 金触媒費が建設単価に占める

一 ヱ3一



割 合 は1割 前 後 とな る。 ア ノ ー ド電 極 触 媒 と

してAEG一 テ レ フ ンケ ン社(西 ドイ ツ)で

は,白 金 代 替 品 の タ ング ス テ ン ・カ ーバ イ ド

の使用 を研 究 中だ が,満 足 し得 る レベ ル に至 っ
へ

ていない。また,最 近わが国で もポルフィン

錯体をアノー ド電極触媒とする特許が出願さ

れているが,触 媒寿命が長 くないと言われて

いる。

燃料電池発電 システムの建設費低減のため

には,燃 料の水蒸気改質器の性能向 と,全 体

システムの簡略化なども必要である。改質器

建設単価については,燃 料電池出力5MW相

当以下の規模になると,顕 著にスケール効果

が現れ高価格になる。 しか し,オ ンサイ トで

の燃料電池システムの利用を考えると,小 型

になるほど燃料電池発電システムの潜在需要

数は大となろうから,量 産効果を考慮すると,

出力5MW相 当以下の規模が,改 質器の経済

性にとって,不 利となるとは必ず しも言えな

い。

3.2量 産 効 果

建 設 単価 の低減 可能 額 の 予 想 方 法 と して は,

二 通 りあ る。 一 つ は,各 部 品 の 単価 を 分析 し

て,そ れ ぞ れ の 部 材 の コ ス トダ ウ ン可 能 性 に

っ き材 料 費,組 み 立 て 費 用 等 を 推 定 して い く

方 法 で あ る。 この 方 法 で建 設 単価 を 見 積 るた

め に は,相 当の 情 報 と手 間 が 必 要 で あ る。 も

う一 つ の 方 法 は,反 対 方 向 か らの ア プ ロー チ

の 仕 方 で あ る。 過 去 に同 様 の プ ラ ン トな り商

品 な りが,ど の よ うな コス トダ ウ ン履 歴 を た

ど って い るかを調 査 し,そ の実績 の ア ナ ロ ジー

か ら予 想 す る方 法 で あ り,経 験 曲 線係 数3)と

い う概 念 を 用 い る。

リ ン酸 型 燃 料 電 池 は,1枚 あ た りの 電圧 が

約0.7Vの セ ル の積 層 体 に よ り構 成 さ れ て い

る。 セル の 面 積3,000c㎡ 級 の 場 合,電 流 は600

～700Aで あ り
,従 って,1枚 の セ ル 出 力 は

400～500W程 度 で あ る。 出 力4.5MWの プ

ラ ン トを構 成 す る には 約9,000枚 の セ ル を 組

み 合 せ る こ とが 必 要 で あ る。 しか し,プ ラ ン

ト全体 の所要 面積 は,汽 力 発電 所(石 油 火 力,

約0.2㎡/kWユ 】)の 半 分 以 下5)に 収 め る こ

とが で き,電 池 本 体以 外 の燃 料 改質 装 置 直

流 交流変 換装 置等 もモ ジュ ー ル化 され て お り,

コ ンパ ク トで あ る。 この よ うな特 徴 か ら燃 料

電 池 プ ラ ン トは,現 場 で の工 事 期 間 は短 く,

工場 生産 の 各 モ ジュ ー ル を現 場 に輸 送 後 直 ち

に 組 み 立 て る こ とが可 能 で あ る。 従 って,燃

料 電 池需 要 家 に よ る大 小 異 な っ た出 力 規 模 の

発 電 プ ラ ン トの 要求 に も,燃 料 電 池 ス タ ック

数 を 増 減す るだ けで,同 一 規 格 の セ ル を 用 い

て 応 ず る こ とが 出来 る。

燃 料 電 池 の この よ うな特 徴 か ら,そ の 建 設

費 の低 減 効 果 に つ いて の ア プ ロ ーチ にお い て

は,ス ケ ー ル メ リッ トと い う よ りは,む しろ

量産 効 果 の観 点 か ら考 察 を加 え る方 が よ り適

切 で あ る。 オ ンサ イ ト型 あ る いは 分 散 型 電 源

と して の燃 料 電 池 プ ラ ン ト建 設 費 の 主 な低 減

策 は,規 格 化,モ ジュ ール 化 によ る工 場 多 量

生 産 を実 現 す る ことで あ ろ う。 この よ うな コ

ス トダ ウ ン努 力 を成 功 に導 くこ とは,過 去 の

自動 車 ・家 電 産 業 の 例 をみ る な ら,わ が 国 の

最 も得 意 とす る範 疇 にあ る。 も っ と も,発 電

プ ラ ン トと 自動 車 を 同列 で 議 論 す るつ も りは

な いが,こ こで は燃 料 電 池 プ ラ ン トは,工 場

組 み立 て 製 品で あ る こ とを 強 調 した い 。

3.3電 極用白金の将来需要と再利用

電極用白金の将来需要はどの程度 となるか,
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次 に試 算 して み る。 白 金 の 所 要 量 が ム ー ン ラ

イ ト計 画 目標 値 の6.59/kWで あ る とす る。

燃 料 電 池 が 実 用 化 され,年 間10MWの 能 力 分

の プ ラ ン トを 建 設 す る場 合,65kg/年 の 白 金

が必 要 とな る。一 方,わ が 国 で の 白 金 需 要 は,

約35t/年(1982年)で あ るか ら,電 極 用 白

金 需 要65kg/年 は 全 体 需 要 の0.19%で あ り,

現 在 の 白 金 供 給 量 の 範 囲 で そ の 調 達 は 十 分

可 能 で あ る。 さ ら に,年 間100MW分 の 建 設

が お こ な わ れ る と,白 金 総 需 要 に 対 し1桁

多 い1.9%,重 量 に して650kg/年 の 国 内 需

要 増 が 見込 まれ る。 しか し,世 界 全 体 の 白金

総 生産 量 は,約90t/年(1982年)で あ り,

0.65t/年 の 需 要 増 は十 分 カバ ー で き るで あ

ろ う。

燃 料 電 池 の 寿 命 の"ム ー ン ライ ト計画 目標

値 で あ る5年"お きに触 媒 か ら白金 の み を回

収 し,再 調 製 す るか,ま た は触 媒 を そ の ま ま

なん らか の方 法で 再生,賦 活 す る必要 が あ る。

カー ボ ン電 極 板 を 焙焼 し,白 金 の み を灰 と し

て 回収 し,触 媒 を再 調 整す る場 合,繰 り返 し

触媒 製造 費 は,新 規 製造 費 の約1/4と な り,

白 金 は95%以 上 回収,再 利 用 され る。 回 収 し

た 白金 を用 い る こ とに よ る メ リ ッ トは,建 設

単 価15万 円/kW,白 金6.59/kW,白 金

価 格3,300円/9の 場 合,1割 強 の 建 設 コ ス

ト低 減 が 可 能 と な る こ と で あ る。

4.燃 料電池の将来需要

4.1燃 料電池需要の検討視点

燃料電池の効率 ・寿命 ・建設費面の課題が

技術開発により克服され,既 存の電力系統へ

の連系,燃 料供給,環 境,パ ブリックアクセ

プタンス面についての問題も無いことになれ

ば,燃 料電池発電はどれくらいの普及をみる

ことになるであろうか。 この点については,

新聞発表G・によれば 「通産省 ・資源エネルギー

庁は燃料電池や太陽光発電,風 力発電といっ

た将来有望視 される小規模分散型の新発電方

式に関 し,58年 度から実用化をにらんだ調査,

検討を開始する方針だ。このため,来 年度予

算で総額約6,000万 円を要求,燃 料電池発電

方式における電気および熱需要調査,あ るい

は小規模分散型電源の系統運用 上の諸問題に

ついて検討を進めることにしている。」とある。

確かに 「分散型電源」という概念に共通点

はあるが,太 陽光発電,風 力発電と燃料電池

発電とは相異点も多い。すなわち,エ ネルギー

源が一方は気象条件により供給を左右される

ソフトエネルギー(自 然エネルギー)で あり,

他方は,当 面,化 石エネルギーであることに

より,運 用方法および使用目的が異なる。燃

料電池発電は,リ ン酸型に比べ高効率な溶融

炭酸塩型の実用化時代には,中 央発電所用と

しても期待されており,そ のクリーンで高効

率な発電方式は,ア メ リカでは石炭ガス化時

代の原子力発電の代替発電方式と言われるこ

とすらある。また,燃 料電池発電方式の大き

な特徴に熱併給発電がある。熱併給発電方式

は近年ディーゼル発電機あるいはガスタービ

ン発電機等の内燃機関を用いた方式が活発に

研究され業務用ビル,ビ ジネスホテル等に設

置され トータルエネルギーシステム(TES)

として実用化されている。燃料電池は熱併給

発電分野においても,デ ィーゼル,ガ スター

ビン方式にくらベクリーンで高効率である点

で期待されている。

燃料電池の将来需要を検討する際には,そ

の発電原理に起因する特徴および競合する他
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のエネルギー供給方式との技術比較の上で,社

会現象である 「需要」を分析する必要がある。

燃料電池発電システムは,現 在,ム ーンライ

ト計画をはじめとした研究開発途上の技術であ

る。そこで,特 に技術面の進捗テンポ,技 術開

発の方向性,新 発電方式のエネルギーソステム

特性を前提とした利用法最適化,競 合する他技

術との比較などの知見の上に立った 「需要調査」

が必要となる。

特にオンサイト・熱併給システムとして用い

る場合には,熱 および電気負荷曲線(負 荷を時

間についてプロットしたもの)に 対 して,燃 料

電池エネルギーシステムをどのように運用する

かによって,経 済性ひいては燃料電池需要が異

なって くる。

表4燃 料 電 池 の 潜 在 需 要

(特殊用途)

遠 隔 電 源

コミュニケイシ ョンシステム

パイプラインの電気防食

気象 ・海洋基地

遠隔信号機およびビー コン装置

軍用,沖 合燈台

緊急お よび補助用電源

病 院,交 番,防 空壕,防 火 ・防犯

ラ ジオ ・テ レ ビ ・電話 局,飛 行 機

4.2潜 在需要分野

燃料電池の潜在需要分野を表4に 示す。こ

れらのなかで,現 在最 も注目をあっめている

のは,一 般用途の事業用電源としての燃料電

池である。本稿 もこの事業用エネルギー供給

システムとしての燃料電池発電をとりあげて

いる。わが国のムーンライ ト計画 アメリカ

のFCG-1計 画,GRI計 画等はすべて表

4の なかで事業用電源に相当する燃料電池発

電システムの技術開発をめざしている。

事業用電源としての燃料電池の潜在需要は,

次のような分野にあると考えられる。

・事 業 用

・産 業 用

・業 務 用

・民 生 用

電 気 ・ガ ス事 業,

化 学 ・製 鉄 ・鉄 道 ・紙 パ ル プ ・食

品 加 工 ・コ ン ビナ ー ト ・他

ホ テル,病 院 業 務 用 ビル,人 工

温 泉

集 合 住 宅,地 域 熱 供 給,孤 立 家 屋

(山 荘 ・別 荘)僻 地

ポー タブル 電 源

無 線,捜 索 ・救助,照 明,蓄 電,暖 房

軍 用 シス テム

推 進 力

海 中救助 ・探 索,フ ォー ク リフ ト

捜 索 ・救助 船,オ フ ロー ド車

特 殊 低 公 害車,軍 用車

そ の 他

医療,脱 塩

病院および航 空機用酸素製造,

透析,環 境管理

(一般 用途)

事 業 用 電 源

自家発電,分 散型発電

商業お よび工業用設備,中 央発電所

ピー ク用電 力貯蔵

推 進 力

都市内自動車,小 型船

高速道路用ハイブ リッ ド電源車

機関車,多 人数運搬車

リク レー シ ョ ン

海 岸,山,そ の他 ポー タブ ル電 源

キ ャ ンプ,ト レイ ラー,そ の他 用 移動 電 源

自然 愛 好者,釣 り人用 静 薦電 源

一16一



、)

4.3需 要調査により期待し得る成果

需要調査により得られる成果としては,次

の項目が考えられる。

・ミクロ・エネルギー有効利用性,経 済性評価

・マクロ・エネルギー有効利用性,経 済性評価

・エネルギー供給システムの改善

都市エネルギー,配 電システムの合理化,

供給信頼性の向上度評価

・技術開発面へのフィー ドバック

需要目的 ・量に対応 した技術開発の方向

づけが次のような点で可能となる。

① 量産効果および適性規模(出 力)の 評価

② 系統信頼性,事 故率の要求水準の把握

③ 目的に応 じた熱効率 ・建設費 ・寿命の

設定。利用率,予 備率の評価

④ 需要量に対応 した既存 システムのイン

パ クト評価。(電 力系統 ・ガス系統 ・

液体燃料デ リバ リーシステム)

⑤ 需要量に対応 した環境上のインパク ト

評価 と必要な環境対策設備の水準

。導入シナ リオ

5.需 要 調 査 の例

アメ リカのEPRIと 電気事業者燃料電池

需要家グループ(エ レクトリック ・ユーティ

リティ・フユエルセル ・ユーザーズ ・グルー

プ)が1981年 に共同でおこなった燃料電池の

潜在需要調査結果8)を紹介する。 この調査は,

燃料電池発電の導入が事業にとって利益 とな

る環境条件を明確にす ること,お よびそのよ

うな条件を有する潜在需要家がどの企業であ

るかを明確 にしたものである。 しかし,こ の

調査は,需 要家および需要量についての正確

な予測を目的としてはいない。むしろ,燃 料

電池の技術を広 く,近 い将来の需要家に紹介

することを目的としている。

調査を担当した機関はコンサルタン ト会社

2社 であり,ア メリカ国内の7地 域で燃料電

池発電に関心をもつ電力会社が参加する会議

を開いた。

その結果をもとに,近 い将来,ピ ーク負荷

用,中 間負荷用などに燃料電池システムを導

ヘ

ノ

図3ア メリカにおける燃料電池発電システムの州別潜在需要家数

(出所)EPRI報 告書
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表5ア メ リカの事業主体別燃料

電池発電潜在需要家数

株 式 会 社

協 同 組 合

自治体(市)営

そ の 他(国 営,

119

78

120

1・・地 域 シ ス テ ム)24

合 計 341

(注)出 所:EPRI報 告書

入 す る可 能 性 の あ る企 業数 を,州 別 に 集 計 し

た 結 果 を 図3に 示 す。 ま た,こ の結 果 を 事業

主 体 別 に ま とめ た 結 果 が 表5で あ る。 この 調

査 結 果 に よ る と,ア メ リカ に は341の 燃 料 電

池 潜在 需 要 を もつ 電 力会 社 が あ る。 ま た,燃

料 電 池 は風 力,太 陽 熱,太 陽光,地 熱,海 洋

温度 差 な どの ソ フ トエ ネ ル ギ ー を用 い た エ ネ

ル ギ ー 供 給 技 術 と異 な り,立 地 が 地 理 的 に制

約 され な い こ とが 図3か らうか が え る。

6.む す び

最近,徐 々に普及し始めた業務用ビル,ホ

テルなどのオンサイト型熱併給自家発電には,

合計数百kW程 度から数千kW程 度の出力の

ディーゼル発電機や小型ガスタービン発電機

エネルギー供給システムが用いられている。

一方,い わゆる都市内分散型発電所は未だ実

用化されていない。

ディーゼル発電機の効率は,最 近のもので

は,43%程 度であるが,環 境面の制約から限

られた条件でのみ使用可能である。また,ガス

ター ビン発電機の熱効率 は30%程 度であり,

燃料電池よりずっと低い。

このように燃料電池エネルギー供給 システ

ムは,競 合する他の方法と比較 して も,す ぐ

れたポテンシャルを有 しており,今 後の技術

開発の進展いかんによっては,比 較的近い将

来にその実用化が期待されている。

本稿では,燃 料電池システムの建設費のコ

ス トダウンおよび将来の需要について,考 察

を加えた。より全般的な解説については,文

献9)～10)を 参照 されたい。(た けした そう

いち 主任研究員)

参

1)

)

)

n乙

つ
」

4)

)

)

)

r
Q

ρ
0

7

)

)

Ω
り

Q
)

10)
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石川県における地域エネルギー

事業化可能性調査につ いて

行 松 保 U日
只

))

、

'

は じ め に

地域エネルギーについての調査は,通 商産

業省の補助を受けて,昭 和55年 度より全国の

都道府県で実施 しているが,石 川県において

も昭和56年 度の地域エネルギー開発利用調査

に引続き,開 発の可能性が有望と思われるい

くつかのエネルギーについて事業化可能性調

査を57年度に行った。 この調査は当研究所が

石川県より委託を受けて行ったもので,本 報

告は同県のご了解をえてその調査結果の概要

を紹介するものである。

対象事業としては,地 熱エネルギーとして,

金沢市駅西地区における地熱水を使用 した給

湯および暖房利用,バ イオマスエネルギーと

して,小 松養豚団地におけるふん尿か らのメ

タン発酵を利用 した暖房給湯および動力利用,

風力エネルギーとして,輪 島市の離島(舳 倉

島)に おける海水淡水化の動力源の補助とし

の利用の3っ を設定 した。対象事業として設

定した3っ のうち,紙 面の都合か ら,こ こで

は事業化可能性調査結果より今後の開発が比

較的有望と思われるバイオマスエネルギーを

中心に述べ ることとす る。

1.地 熱 エ ネ ル ギ ー の利 用

地熱エネルギーを利用 した給湯暖冷房 シス

テムの開発利用可能性について検討す るため,

その一例として駅西地域に位置している県立

中央病院および工業試験場を対象に検討した。

具体的には,対 象施設内に深 さ1,000mの

地熱井を掘削 し,温 度30～50℃,湧 出量100

～200//分 の地熱水を得て,こ の熱を施設

内の給湯 暖冷房に利用する場合の実現可能

性を検討 しようとするものである。

まず,そ れぞれ建物における暖房,冷 房お

よび給湯利用の可能性について検討 し,そ の

うち比較的期待ができると思われる病院での

給湯利用について,地 熱井の条件 との組合せ

の中で経済性を検討 した。すなわち,地 熱水

の直接利用と間接利用に大きく分け,温 度が

300C,40℃,50℃,湧 出量が1004/分,200

4/分 の6ケ ースについて検討 した。 いくつ

か設定 したケースの中で,一 応数値的に経済

性が認められるのは地熱水直接利用の場合で,

温度30。C以上で湧出量2004/分 のケースで

ある。表1に その結果を示す。(な お,間 接

利用の場合は市水の節約がないことか らすべ

てのケースで経常費が節約金額を上まわって

いる。)
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表1直 接 給 湯 シ ス テ ム 比 較 表

単 位 ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3 ケ ー ス4 ケ ー ス5 ケ ー ス6

地 熱 水 の 温 度 ℃ 30 30 40 40 50 50

地 熱 水 の 湧 出 量 6/分 100 200 100 200 100 200

重 油 節 約 金 額 万円/年 1,386 2,511 1,971 3,690 2,565 4β69

市 水 節 約 金 額 万円/年 1,183 2β65 1,183 2,365 1,183 2,365

節 約 金 額 合 計 万円/年 2,569 4β76 3,!54 6,055 3,748 7,234

建 設 費 万円 12,900 14,000 12,900 14,000 ユ2,900 14,000

経

常

費

固 定 費 万円/年 2,961 3,104 2,96ユ 3,104 2,96ユ 3,104

変 動 費 万円/年 814 !,082 814 1,082 814 1,082

計 万円/年 3,775 4,186 3,775 4,!86 3,775 4,186

節 約 金 額 一 経 常 費 万円/年 △1,206 690 △621 1,869 △27 3,048

同 上(3%の 利
子補給 を受ける場合)

万円/年 △956 962 △371 2,141 223 3,320

しかし,地 熱井については,ボ ーリングを

したからと言 って必ず所定の ものが湧出する

というものでもなく,し か も1,000m級 の深

層地熱水にはいろいろな不純物が混入されて

いる場合 もあるので,今 回設定 した条件は非

常に良い条件が重ならなければ成立 しないも

のである。よって,今 回の場合,そ の検討結

果によりす ぐに事業化と言 うには相当難 しい

と思われる。

さらに今回の条件設定の中には,地 熱井の

場所としては,現 在の敷地内にあるものとし

て仮定 しているが これについて も必ず ここで

湧出するものとは限らず,場 合によっては相

当離れたところに井戸を想定 し,病 院まで送

湯するということも考慮 しなければならず,

その場合かなりの用地費 建設費が加算され

ることになる。また,病 院という特殊事情か

ら地熱水の直接利用については十分な注意が

必要であろう。

地熱エネルギー利用の事業化については,

地熱井ボーリングの リスクに挑戦して試みら

れたいくつかのケースが積重なり,所 定の地

熱井のボーリング的中率が十分高められるこ

とが確実となるまでは相当難しいと思われる。

2.バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ ーの 利 用

2.1対 象事業の概要

小松養豚団地は生産一肥育一出荷の一貫体

制をとっており,現 在の飼育頭数は ユ万5,329

頭(昭 和57年1月)で,県 内全体の約18%を

占めてお り,県 下最大の養豚施設である。

当事業は,こ の小松養豚団地で多量に発生

するふん尿を利用 し,メ タン発酵させること

によってエネルギーとしての有効利用ならび

にその代替効果によって畜産経営の改善を図

るものである。またエネルギーの利用先とし

て近隣の小松鉄工団地への供給も検討対象と
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す る 。

2.2対 象 施 設 の エ ネ ル ギ ー 需 要 量

小 松 養 豚 団 地 で 消 費 され るエ ネ ル ギ ー と し

て は,電 力,灯 油,A重 油,LPGな どが あ

り,年 間 の 使 用 エ ネル ギ ー 量 は 発 熱 量 に して

30億1,020万kca1/年 で あ る 。(表2参 照)

ま た,小 松 鉄 工 団 地 で は電 力,LPG,重

油,軽 油 等 の各 種 の エ ネル ギ ーが 使 用 され て

お り,発 熱 量 に 換 算 す る と合 計4ユ0億870万

kcal//年 とな る。(表3参 照)

表2

た 。

ケ ー ス1

ケ ー ス2

ケ ー ス3

小松養i豚団地エネルギー需要量

ふん尿の排出方法は現状のまま

とし,現 状の水処理設備から分

離された汚泥の搾汁液をメタン

発酵に供する。

水洗水量を現状の半分に減 らし,

ふん尿 と洗浄水を沈澱貯留槽に

導入 し,沈 澱汚泥の搾汁液をメ

タン発酵に供す る。

ポロ出 しによりふんと尿を分離

回収 し,回 収されたふんとその

(昭和56年度)

電 力 灯 油 A重 油 LPG 計

使 用 量 2,981×103kWh 32.0004 16.0004 295kg
一

発 熱 量
(106kcal)

2,563.5 284.8 158.4 3.5 3,010.2

構 成 比(%) 85.1 9.5 5.3 0.1 100.0

、

王 な 用 途
ふ ん尿の処理,

豚舎暖房,換 気
揚水ポンプ,照明

暖 房,風 呂

豚舎暖房
飼料の煮た き

炊事
湯 わか し

表3小 松鉄工団地のエネルギー需要量 (昭 和56年 度)

1電 力 LPG B,C重 油 軽 油 A重 油 灯 油 ブ タ ン ガ ソ リ ン 計

使 用 量
×103kWh

l3,405.4

ton

866.9

k4

1,005.9

k4

410.7

k乏

202.5

k乏

21ユ.O

ton

105.0

k乏

23.0

発 熱 量

(106kcaD
11,528.6 10,402.8 9,958.4 3,778.4 2,004.8 1,877.9 ユ,260.0 197.8 41,008.7

構 成 比

(%)
28.0 25.4 24.3 9.2 4.9 4.6 3.1 0.5 106.0

主な用途
動力照明
電気炉
冷 房

ボルト製造

(加熱)

湯 沸

ボル ト製
造(加熱)

自動車燃
料

暖 房
ボル ト製
造(加熱)

'_一

暖 房
(乾燥)

塗 装 プ ラ
ン ト

(乾燥)

自動車燃
料

2.3素 案 の 作 成

(1)メ タ ン発 酵 プ ラ ン ト ・シス テ ム 案 の検 討

畜 産 廃 棄 物 か らの メ タ ン回収 シス テ ム に

は,技 術 的 に多 くの 方 式 が あ るが,小 松 養

豚 団 地 に適 用 しう る シス テ ム と して,ふ ん

尿 の 排 出 方 法 と メ タ ン回 収 の 対 象 物 質 の 相

異 に着 目 した下 記 の4っ の ケー スを 設 定 し

ケ ー ス4

他の廃液の貯留槽からの沈澱汚

泥を対象とし,そ の搾汁液をメ

タン発酵に供する。

水洗水量をメタン発酵に適 した

量(現 状の1/3強)と し,ふ

ん尿と水洗水をそのままメタン

発酵に供する。

以 上4つ の ケ ー ス につ いて メ タ ン発 酵 お よ
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表4メ タ ン 回 収 方 式 の 検 討 表

ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3 ケ ー ス4

現状の ままとす る。 水洗水量 を現状の半分 水洗方式 をやめ,ポ ロ ふ ん尿 分離 は行わない

ふ ん尿 の排 出 方 法 と す る。 出 しによ りふん と尿 を が,水 洗水量 はメ タン

分離回収 す る。 発酵 に適 した量 とする。

現状の廃水処理設備か ふん尿と洗浄水を沈澱 ポ ロ出 しによ り回収 さ ふ ん尿 と水洗 水 を,そ

ら分離 された汚泥 を対 貯留槽 に導入 し,そ の れたふ ん と,そ の他の のまま メタン発酵に供

象と し,そ の搾汁 液 を 沈澱汚泥 を対象 と した 廃液の貯留槽からの沈 す る。
メタ ン回収 の対 象物 質

メ タン発酵 に供す る。 搾汁液 をメ タン発酵 に 澱 汚泥 を対 象と し,そ

供す る。 の搾汁液 をメタン発酵

に供 す る。

利 用 可 能 ガ ス 量 584㎡/日 309㎡/日 927㎡/日 1,679㎡/日

建 設 費

(メ タン発酵設備 十廃水処理設備改善分)
1億9,500万 円 2億1,000万 円 2億500万 円 5億5',OOO万 円

3,835万 円/年

年 間 処 理 費 用 5,784万 円/年 6,100/年 6,491万 円/年

(5,295万 円/年)

下水処理場 の メタン回 秋田県能代市で小規模 神奈川県で小規模事例 一般的 に考 えられてい

備 考 収 システム と同 じで各 事例 があ る。 が あ る 。 る方式 であ る。

地 に事例 があ る。

注()内 は,ポ ロ出 し人件費1,460万 円/年 を考慮 した値。

び廃水処理設備の概念設計を行い,発 生ガス

は発酵槽加温用を除き全量利用できるとして

・(70円/㎡ と評価)廃 水処理とメタン発酵を

総合 した経済性の相互比較を行った。

その結果を表4に 示すが,ポ ロ出 しにより

ふん尿分離を行 うケース3が 有利であると判

断され,こ のケース3の システムを詳細検討

の対象 とすることとした。

(2)修 正案の検討

経済的に有利であると判断 して選定 され

たケース3の システムにっいて,ポ ロ出し

の方法,廃 水処理方式および発生ガスの利

用方法について検討し,廃 水処理方式と発

生ガスの利用方法により区分し4つ の方式

を選定 し,や や詳細な相互比較を行 った。

① ポロ出し作業の機械化の可能性の検討

ポロ出し作業の機械化を行うとすれば,

豚舎の側溝部にスクレーパーを導入する

ことになるが,小 松養豚団地の場合側溝

断面が小 さく,ス クレーパーを十分に機

能 させ るためには豚舎の改造が必要であ

る。

通常行われている人手によるポロ出 し

作業を設備費に換算 して金額評価すると

約300万 円(ポ ロ出 し人件費を1,000円

/時 と仮定)で あるが,こ の金額の範囲

内で全面的な機械化を行 うことは困難で

ある。

したがって,今 回の検討では,ポ ロ出

し作業の機械化は考えないこととした。

②,廃 水処理方式の検討

既存の廃水処理設備は,水 洗方式を前

提 とした大容量の活性汚泥処理方式であ

り,そ の維持管理費用は大きく,畜 産経
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う)

)

営を圧迫する要因となっている。

ポロ出 し方式を採用するとすれば,比

較的少量で高負荷の廃水をそのまま処理

する制限曝気方式をとることもできるの

で,こ れについても検討を加え,従 来方

式との比較を行うこととした。

③ 発生ガスの利用方法の検討

発生ガスの利用方法としては,ガ ス直

接利用と電気変換利用について検討を行っ

た。

ガス直接利用としては,ま ず養豚団地

内で使用する灯油,A重 油およびLPG

の代替としての利用が考えられ,こ の場

合 利用可能ガス量の約22%が 消費できる。

なお,豚 舎の電気暖房をガス暖房に切

り替えるとすれば 発生メタンガス全量を

利用できるが,豚 舎床部への温水管設備

が必要であり,こ れは豚舎の全面的改築

につながることとなり,実 際には不可能

であ る。

また養豚団地で利用 したメタンガスの

残量を近隣の鉄工団地に送って利用する

ことも検言寸しナこ。

しかし生産 ラインに直結 している塗装

プラントへの安定供給 という観点からみ

て,現 在のところ実際に利用するのは困

難であると判断 した。

したがって,養 豚団地内で利用 したガ

スの残量は大気に放出す るものとしガス

直接利用の検討を行うこととした。

一方,発 生メタンガスを電気に変換

すると約100kWの 発生電力を得 ること

ができる。この発生電力の利用方法とし

ては,共 同施設であるメタン発酵設備や

廃水処理設備の動力としての利用と,個

別施設で現在電力会社か ら個別に供給を

受けている豚舎暖房や電灯用としての利

用が考えられるが,こ こでは共同施設で

しか も年間を通 じてまとまった負荷が期

待できるメタン発酵設備や廃水処理設備

表5経 済 性 比 較 (単位 二千円/年)

廃 水 処 理 方 式 既存の廃水処理設備利用 制限曝気処理設備利用

発 生 ガ ス 利 用 方 式 ガス直接利用 電気変換利用 ガス直接利 用 電気変換利用

概 略 建 設 費 2億1,500万 円 2億2,500万 円 2億9,500万 円 3億500万 円

支 出

メタ ン発酵,廃 水処

理設備 にかかる年間

処理費用

72,743 73,519 60,617 61,394

収 入

発生 ガス,コ ンポス

トの年間代替価値

18,846 27,687 18,516 20,690

支出一収入

(年間ふん尿処理費用)
53,897 △5,832 42,101 40,704

現状 処 理 費 用 との差
△5,765

(8β35)

△13,830

(770)

△17,561

(△2,961)

△18,958

(△4,358)

注 ・現状 の廃 水 処 理 費 用 は59,662千 円/年(現 状 の 支出60,912千 円/年 よ り固 液 分離 残 渣 の販 売 分1,250千

円/年 を引 いた 値)。

・()内 は ポ ロ出 し人 件 費14
,600千 円/年 を考 慮 した 値。
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の動力用として利用す るものと考えるこ

とと した。

なお,既 存の廃水処理設備を使用する

場合には,発 生電力の全量を使用できる

が,新 たに検討した制限曝気方式を採用

する場合には,必 要電力量が減少 して余

剰電力が生ずるので,こ れについては電

力会社への売電を考えることとして検討

を行 った。

④4方 式の経済性相互比較

以上の検討結果をもとに,廃 水処理

については既存設備を利用す る場合と新

たに制限曝気方式を導入す る場合の2通

り,ま た発生メタンガスの利用方法につ

いては,ガ ス直接利用と電気変換利用の

2通 りを想定し,こ れらを組合せた4方 式

について,そ れぞれ概略建設費を算定し,

経済性の相互比較を行 って事業計画案を

作成するシステムを選択することとした。

その経済性比較の結果を表5に 示すが,

制限曝気方式を導入するとともに発生ガ

スを電気に変換 して利用する案がもっと

も有利となった。

2.4事 業計画案の作成

(11基 本構想と概略システムフロー

① 基本構想

前節までの検討の結果,最 終的に次の

項目にそった事業計画案を作成 した。

・ポロ出しによるふん尿分離回収方式

・固液分離による高負荷メタン発酵シス

テム

・廃水処理は制限曝気処理方式

・発生ガスは電気変換利用による廃水処

理およびメタン発酵設備での利用

・発酵槽加温熱量はガスエンジンの廃熱

を利用

・残渣及び廃水処理からの脱水ケーキは

堆肥化 し販売

② 概略システムフロー

事業計画案の概略システムフローは図

1の とおりである。

陸鰭 辮 トrふ・尿分卿i 尿及ひ洗浄水

畢
.分

・
髄i固 液分離・よる高負荷メタ・酬

廃 液 一

1妻
「発生カス傭 気変劇

㊨ 分離汚泥

熱

麻 曝魏 理1-

1・ンホスト処司

画 方!荒

図1事 業 化 計 画 案 シス テ ム フ ロー

(3)シ ステムの経済性と事業採算性

① メタン発酵設備および廃水処理設備の

建設費

事業計画案の諸設備について,シ ステ

ムフローと物質収支にもとづき個別機器,

設備ごとに仕様を作成 し,そ の建設費の

積上げ計算を行った。

その結果,総 建設費は2億8,370万 円

となった。

表6建 設 費
(単位:千 円)

メタン発酵設備 廃水処理設備 計

189,200 94,500 283,700

② 経済性の概略評価

この積上げ建設費をもとに,素 案の相

互比較と同様な方法で経済性の概略評価

を行うと表7の とおりで,事 業計画案に

は一応の経済性があるものと判断される。
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りつ

表7現 状廃水処理方式 と事業計画案の経済性比較 (単位:千 円/年)

現状廃 水

処理 方式
事業計画案 備 考

支

出

廃 水 処 理 費 60,912 36,751 事業計画案 において

①人件費 … 廃水処理 費用 に含む

②動力費 … 両設備の消費電 力に応 じて配分メタン発酵処理費 一 13,523

ポ ロ 出 し人 件 費 一 14,600
1,000円/時 間 ・人 ×2時 間/人 ・日 ・豚 舎 ×20豚 舎

×365日/年

計 60,912 64,874

収

入

余剰 電 力 の 売 電 一 2,306 年 問 売電 量461,200kWh,単 価5円/kWh

コ ンポ ス トの販 売 注1)

1,250

注2)

14,235

注1)実 績 値(固 液 分離 残 渣 の 販売 代)

注2)13tol1/日,3,000円/to11

計 1,250 16,541

年 間 処 理 費 用
(支出一収入)

59,662 48,333
現状 と比較 した場 合 の軽 減 分

… ・・11 ,329千 円/年

,i)

③ 事業採算性

次に建設費の調達については50%を 補

助金,40%を 金利7%の 長期低利融資,

10%を 自己資金により調達するものと想

定し,ま た設備別に耐用年数経過時に再

建設するものとし,さ らにふん尿処理費

用 として1頭 あたり年間2,500円 を徴収

するものと仮定した上で,こ の新規事業

の将来20年 間にわたる事業収支の試算を

行った。

事業収支指標の経年変化は図2の とお

りで,税 引後損益累計をみる限り,一 応

の採算性があることが示 されている。

i5,000

(万 円)

IO,000

5,000

0
-1

,000

12345678910[1121314151617181920(年)

図2事 業 収 支 指 標 の 経 年 変 化
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!/税 引後損益累言
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(4)工 期

事業計画案の諸設備を設置するための工

期は,図3に 示すとおりである。

二〔 事 [ケ 月 2ヵ 月 3ヵ 月 4ヵ 月 5ヵ 月 備 考
工 事 準 備

基硬関係工事

建屋、発酵槽

機器 据付け

配 管、配 線

試運転、調整

蜀一 一

L-一
虹

叫

図3諸 設備の工期

2。5事業実施上の課題

事業化計画案に対する事業収支計算の結果,

建設費の50%は 補助金を受けることを前提と

すれば,採 算性のあることが示された。 しか

しなが ら,事 業実施については種々の課題 も

あり,そ れ らの対策を+分 に見極めながら,

今後の詳細検討を進めてゆく必要がある。主

要な課題と しては,以 下のようなものがあ

る。

・ポロ出し作業の徹底

・所定の洗浄水量で豚舎内清掃を行 うきめ

一25一



細かな飼育管理

・コンポス ト販売流通網の確保

・組合員のコンセンサスにもとついたふん

尿処理徴収費用の確保

・事業資金の確保

2.6環 境に与えるインパクト

事業化計画案について環境に影響を与える

要因としては,

・廃水処理後の放流水

・廃水処理設備から生ずる残渣

・メタン発酵設備,廃 水処理設備及び堆肥

化設備か らの臭気

・ガスエンジンの廃ガス

・ガスエンジン運転時の騒音

が考えられる。

廃水処理水は,ポ ロ出しにより汚濁負荷量

は減少 しているので,総 量的にはむ しろ現状

より改善されると考えられる。次に残渣につ

いては,す べて完熟堆肥として利用するので

問題はない。臭気に関 しては,ポ ロ出しによ

る飼育管理を適切に行い,各 施設の運転管理

を良好に保つことにより,全 体として現状よ

り少なくなる方向になるもの と思われる。

また,ガ スエンジンの廃ガスについては,

脱硫処理後のクリーンなガスを使用するので

問題はない。 さらにガスエンジの騒音につい

ては,建 屋内に設置するなど適切な方策を構

ずれば,問 題とならないであろう。

2.7波 及効果

小松養豚団地は県内で最大の養豚団地であ

り,県 内の他の大規模養豚事業に対して,今

回検討 したメタン発酵,ガ ス発電システムを

そのまま適用できるとは期待 し難いものと思

われる。

しかし,本 事業計画は養豚事業家が共同で

運営する施設を対象としており,こ うした運

営形態のもとでメタン回収を行いなが ら経営

改善が達成 されるならば,全 国的に大変有意

義な事業となろう。

2.8普 及促進策の検討

養豚団地におけるふん尿を利用 したメタン

回収の普及促進策 としては,次 のようなこと

が考えられる。

・回収メタンの代替価値を高めるような利

用システム,需 要先の開拓とこれらに対

する国,自 治体の指導,助 言

・メタン回収システムの効果を実証するた

めの国,自 治体による各種プロジェク ト

の推進

・技術開発情報の交換,公 開等によるメタ

ンガス発生効率の向上と機器 システムの

改良

3.風 力 エネ ル ギ ー の 利 用

舳倉島(輪 島市の北約50kmの 沖合に位置

する周囲7kmの 小さな島)は,平 均風速が

6m/sと 県内では比較的風力エネルギーに

恵まれていることか ら,水 需要確保のため風

力エネルギーを利用 した海水淡水化装置で造

水することを検討した。また,風 力エネルギー

を補完するものとして,太 陽熱の利用も併せ

て検討 した。

海水淡水化装置としては,逆 浸透法と真空

蒸気圧縮法を選択 し,風 力エネルギーおよび

太陽熱の組合せとして4つ のケースについて,

経済性を中心に検討 した。各ケースの相互比
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表8各 ケ ー ス の 相 圧 比 較

Φつ

Sll

ケ ー ス (1) (2) (3) (4)

RO法 十風車 VC法 十風車 VC法 十風車
VC法+風 車

十太陽熱

機 械 力 機 械 力 熱 熱
風力エネルギーの利用方法

鷹 繍 の)(ヒ ートポンプの補助駆動源) (ヒ ートポンプの補助熱源) (ヒ ートポンプの代替熱源)

建 設 費(千 円) 209,000 188,000 177,000 225,000

「淡 水 化 装 置内 110,000 89,000 90,000 89,000

風 車 99,000 99,000 87,000 94,000

訳L太 陽 熱
一 一 一 42,000

(千円/年) 9,410 3,883 4,307 3,904

電 力 費 1,870 1,746 2,280 1,397

内 薬 品 代 342 257 257 257

設 備 補 修 費 2,090 1,880 1,770 2,250

訳 維 持 費 5,108 一 一 一

、人 件 費 0 0 0 0

造
建設費の補助率

O%
3,346 2,474 2,405 2,874

水
単価 50% 2,222 1,464 1,454 1,665

(円/㎡) 75% 1,661 959 979 1,061

較 を表8に 示 す 。

経 済 性 の 目安 と な る造 水 単 価 は,建 設 費 の

補 助 が な い 場 合2,405～3,346円/㎡ で,建

設 費 の 補 助 を75%と 想 定 し た場 合 で も959～

1,661円/㎡ と な り,現 在 の 水 道 水 原 価372

円/㎡ と比 較 しか な り高 い もの にな る。 さ ら

に,現 状 で は風 力 エ ネル ギ ー を利 用 した海 水

淡水化のコス ト低減を期待することはむずか

しいと思われる。

なお,風 力エネルギーの発電への利用につ

いても検討を行ったが,既 存のディーゼルの

発電単価 に占める燃料費分に比べて約3倍 の

発電単価 となることがわかった。

(ゆ きまつ やすのり 主任研究員)
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米国におけ る新エ ネルギー開発について

海 外 出 張 報 告

桑 原 脩

1.は じめ に

1973年 か ら74年 に か け て起 った第1次 オ イ

ル シ ョックを契期 と して開 発気運 が 盛 り上 が っ

た石 油 代 替 エ ネル ギ ー 開 発 も,1981年 以 降 の

石 油 需 給 の 緩 和 に よ る石 油価 格 の 下 落傾 向 に

よ って,大 巾 な後 退 を 余儀 無 くされ て い る。

この よ う な状 況 の も とで,(財)エ ン ジ ニ

ア リン グ振 興 協 会 よ り 「新 エ ネル ギ ー 開 発 プ

ロ ジ エ ク トに お け る エ ン ジニ ア リン グ企 業 の

対 応 と動 向 に 関 す る調 査 研 究 」 の 委 託 が あ

り,そ の一 環 と して 米 国 に 出 張 し,現 地 調 査

を行 っ た。

委 託 研 究 の 内容 は,(財)エ ンジ ニ ア リ ン

グ振興協会より詳 しい報告書が出版されるこ

とになっているので,こ こでは米国の新エネ

ルギー開発に対する取 り組み方等について概

要を紹介す る。

2.訪 問 先,調 査 項 目等

訪 問先 と して は今 回 の調 査 内容 に照 ら し,

ベ クテ ル 社,EPRI*〕,シ ェ ブ ロ ン,フ ロ

ア ー 両 社 及 び 太 陽 熱 発 電(ソ ー ラー1)と

クー ル ウ ォー ター計 画 が あ る カ リフ ォ ル ニ ア

州 の ダ ジ ェ ッ ト(地 名)を 選 ん だ。 ダ ジェ ッ

ト以 外 の 各 訪 問 先 に は,情 報 の入 手 を 円滑 に

行 うた め,あ らか じめ質 問事 項 を事 前 に送 付

表1訪 問 先 お よ び 日 程

日 時 地 名 訪 問 先 等

1月23日(日) サ ンフ ラ ンシ スコ(着)

24日(月)午 前 サ ン フ ラ ン シ ス コ ベ クテ ル社

午 後 パ ロ ア ル ト EPRI

25日(火) リ ッチ モ ン ド シ ェ ブ ロ ン リサ ー チ

26日(水) サ ン フ ラ ン シ ス コ→ ロ サ ン ゼ'ル ス (移動 日)

27日(木) ダ ジ ェ ッ ト ソー ラー1ビ ジ ター セ ン ター

クー ル ウ ォー ター建 設現 場

28日(金) ア ー バ イ ン フ ロ ア ー 社

29日(土) ロサ ンゼ ル ス (ロ ス出発 成 田へ)

(注)*)米 国 電 力 研 究 所(ElectncPowerResearchInstitutel
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表2主 な 質 問 内容 お よ び 送 付 先

Φ)

)d)

質 問 内 容 送 付 先

1.世 界的な経済不況による石油需要の減退によ り,石 油の実質価格の低下傾向が ベ ク テ ル 社

続 い てい るなか で,合 成 燃 料 プ ロ ジ ェ ク トの 中止 や延 期 の 情 報 が伝 え られ ている。 E.P.R.1.

このような状況下で貴社(貴 研 究所)と しては,ど のよ うな考えで今後の研究開 シ ェ ブ ロ ン 社

発 を進 め て い くの か 。特 に,投 資 金額 が 大 き く リス ク も大 きい もの につ い てGO フ ロ ア ー 社

の意志決定 をす る場合の基準は?

2.米 国 の 新 エ ネ ル ギ ー 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト(EDS,SRC-1,Cool-Water等)に お け る, ベ ク テ ル 社

企 業,政 府 等 の役 割 は ど うな って い るの か?ま た,こ れ らの プ ロ ジ ェ ク トの現 状 E,P.R.1.

と将 来性について フ ロ ア ー 社

3.オ イル シェー ルの 開 発状 況 に つ い て ベ ク テ ル 社

シ ェ ブ ロ ン 社

フ ロ ア ー 社

4.新 エ ネル ギー の将 来価 格 につ い て ベ ク テ ル 社

シ ェ ブ ロ ン 社

フ ロ ア ー 社

表3出 張 者 お よ び 主 押 当 分 野

氏 名 主 担 当 分 野

桑 原 脩(1.A.E)

竹 下 宗 一(LA.E)

善 岡 卓 夫(LA。E)

石炭液化,オ イル シェー ル,
ター ルサ ン ド

石炭 ガス化

太陽エ ネルギー,他

し,そ の回答を基に質疑応答 を行 った。 な

お,新 エネルギーの範囲は非常に広いので,

質問事項の作成および訪問先における質疑応

答には出張者毎に前もって主分担を決めてお

いた。表1に 訪問先および日程を,表2に 主

な質問内容を,表3に 出張者とその主分担を

示す。

で,新 エ ネル ギ ー 開 発 が 延期,中 止 され て も

ベ クテ ル 全 体 のR/Dフ ィ ロ ソ フ ィー に は大

き な変 化 は な い。

2)新 エ ネル ギ ー 開 発 に お け る役 割

エ ンジニ ア リン グ会 社 の 役 割 は 日,独 と米

国 で は異 な る。 米 国 で は,メ ー カ ー は 各 自担

当 部 分 の 設 計,製 作 の み を行 な い,そ の 全体

の 組 み 合 わ せ は,エ ン ジニ ア リング会 社 が お

こ な う。 米 国 にお い て は,各 企 業 の 分 担 が 明

確 に分 か れ て お り,大 規模 プ ロ ジェ ク トを推

進 して い く上 で ゼ ネ ラル 。コ ンダ ク ター の よ

うな機能 を もつ ものが 必要 であ り,こ の よ うな

意味で エ ンジニ ア リング会社の存在 価値 が あ る。

3.各 訪 問 先 別 の トピ ッ クス

3.1ベ クテル 社

1)新 エ ネル ギ ー 開 発 に対 す る取 り組 み方

ベ クテ ル は 事 業 が 多 分野 に わ た っ て い るの

3.2E.P.R.1.

1)新 エ ネル ギ ー の 経 済 性

石 炭 直 接 液 化 油 の う ちEDSプ ロ ジ ェ ク ト

を例 に とる と,1980年 の 油価 格 を ベ ー ス と し,

油 価 格 の 上 昇 率 を2～3%/年 とす れ ば,液
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化 油 の 価 格 は50～55ド ル/bblに な る と考 え

られ る。

2)新 エ ネル ギ ー 開 発 に お け る役 割

クー ル ウ ォー ター プ ロ ジェ ク トはEPRI

が 中心 とな って推 進 してお り,テ ス トス ケ ジュ

ー ル
,テ ス ト内 容 等 は 全 てEPRIが 決 定 し

て い る。 テ キ サ コや ベ ク テ ル は建 設 の一 部 を

担 当 して い る。 プ ロ ジ ェ ク トの 概 念 設 計 は

RalphM.ParsonsCompanyに 依 頼 した が,

この 会 社 を選 ん だ理 由 と して,ク ール ウ ォ ー

ター プ ロ ジェ ク トを建 設 す る場 所 に あ るサ ザ

ンカ リフ ォル ニ ア エ ジソ ン電 力 会 社 の 既 存 発

電 所 の エ ン ジニ ア リング を担 当 して い る こ と

が あ げ られ る 。

3.3シ ェブ ロン

1)新 エ ネル ギ ー開 発 に 対 す る取 り組 み方

シ ュ ブ ロ ンの 石 炭 液化 プ ロ ジ ェ ク トは既 に

研 究 開 発 に着 手 して お り,ア ップ グ レー デ ィ

ング技 術の研 究 は,石 油関係 の技 術 レベ ル ア ッ

プ に もっ なが るの で,研 究 開 発 は続 行 す る。

なお,現 況 では他 の新 エ ネル ギー開 発 プ ロ ジェ

ク トを 新 た に推 進 す るっ も りは な い 。

新 しい プ ロ ジ ェ ク トに参 入 す るか 否 か の判

断 には 将 来 の 石 油需 給 お よ び石 油 価 格 が大 き

な フ ァ ク ター とな るが,現 状 で は大 巾 な石 油

需 要 の伸 び や 石油 価 格 の上 昇 は考 え に くい 。

3.4フ ロアー 社

1)新 エ ネ ル ギ ー開 発 に対 す る取 り組 み 方

フロアー は研究 所 は持 たな いが,"Advanced

TechnologyPlanning"部 門 で 新 技 術 の 調

査,評 価 を行 い,必 要 な技 術 は何 か を常 に注

目 して い る。 石 油 価 格 は短 期 的 に は低 迷 して

い るが,こ こ10年 間 の 価 格 を なが め て も石 油

は決 して 安 くな って い るわ け で は な い。 した

が って,代 替 エ ネル ギ ー 開 発 も現在 曇 りで は

あ るが,長 期 的 に み れ ば そ の必 要 性 は失 われ

て い な い と考 え て い る。

2)新 エ ネ ル ギ ー 開発 に お け る役 割

フ ロア ー は 種 々 の プ ロセ ス を良 く知 って い

るの で,需 要 家 が依 頼 して くれ ば,ど の プ ロ

セ ス が 最 も要 求 に 合 って い る か を選 択 で き る

し,建 設上 の ア ドバ イ ス もで き る。 こ の建 設

上 の ア ドバ イ ス と して は 南 ア フ リカ のSaso1

が 良 い例 で,設 計 はSaso1が 行 い,フ ロ ア ー

は建 設 時 に トー タ ル ・エ ンジ ニ ア リン グ ・ア

ドバ イ ス を行 っ たの み で あ っ た。 石 炭 液 化 プ

ロ ジェ ク トのEDSで は,基 礎 技 術 は エ ク ソ

ンが 独 自 に 開 発 し,400T/Dの パ イ ロ ッ ト

プ ラ ン ト段 階 でDOE*),フ ロ アー 等 が 参 画

した。 こ の プ ロ ジェ ク トにお け る フ ロ アー の

役 割 は,エ クソ ンか ら提 出 された べ一 シ ッ ク ・

デ ザ イ ン ・デ ー タ に基 づ き,ア ウ トサ イ ド ・

エ ン ジニ ア リ ングの み を 担 当 した 。

3)オ イル シェ ール の 開 発 状 況

現在,オ イル シェール につ いて は コマー シ ャ

ル 規 模 の プ ラ ン トは存在 せ ず,む しろ技 術 的

に は石 炭 液 化 よ り レベ ル が低 い の で は な いか

と思 って い る。 これ は,あ る技 術 が完 成 段 階

に な るの は,コ マ ー シ ャル プ ラ ン トを運 転 後

3年 位必 要 で あ るとい う ことに基 づ いて い る。

オイル シェール の価格 と して は,ア ップ グ レー

デ ィ ン グ を行 わ な い 段 階 で40ド ル/bbユ 位 と

考 え て い る。

3.5ダ ジ ェ ッ ト(Solar-1ビ ジ タ ー セ ン タ ー

お よ びCoolWater建 設 現 場)

ロ サ ン ゼ ル ス か ら東 北 約160マ イ ル の 地 点

(注)*)米 国 エ ネ ル ギ ー 省 〔DepartmentofEnergy)
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鞭簸鎌 麟霧 轟晦璽 議瀧1》 ・

欝麟磯驚 撫撫灘 鷺

糞緯

◎IO

写 真1ソ ー ラー1(10MW太 陽 熱 発電 シ ス テ ム)の 全 景

に これ らの 施 設 が あ る。

SolarOneVlsltorCenterに は,各 種

のRenewableエ ネルギ ーの利 用模 型,各 国 のパ

ン フ レ ッ ト等 が あ り,日 本 の サ ンシ ャ イ ン計

画 の 内容 も掲 示 して あ っ た。

到 着 後,ソ ー ラー-1の 原 理,建 設 状 況 等

の 映 画 を 見 て か ら,Mrs.Patrlclaの 案 内

で ソー ラー-1施 設 の 内部 を見 学 した。 当 日

は 雨 が降 っ て い た ので 発 電 はせ ず,鏡 を全 て

45。 に傾 斜 させ て 雨で 洗 浄 して い た。 発 電 の

制 御 は,4台 の コ ン ピュ ー タ ー を使 用 し,鏡

の 洗 浄 は4回/年 の頻 度 で 人 工 的 に行 う との

ことであ っ た。建 設場所 が 砂 漠 の 真 中 なの で,

日本 の仁 尾 と比 べ て 非 常 に殺 風 景 な感 じが す

ると共 に,広 さもあ ま り大 き く感 じ られ なか っ

た。 ま た,砂 塵 に よ って 鏡 の 表 面 に傷 が つ か

ないのか が気 にな った。 ソー ラー-1見 学 後,

す ぐ隣(た だ し車 で15分 位)の クー ル ウ ォー

タ ー 発 電 所 を 訪 ね,Mr.S.Payneよ り建 設

状 況 の説 明 を 聞 い た。 現 状 で は,リ ア ク ター

の架 台 も完全 に は出来上 が って い なか っ た。 ,

当 日は,ハ リケ ー ンの影 響 で 雨が 降 っ て お り

最 悪 の コ ンデ シ ョ ンで あ っ た。Mr.Payneも

最 近 は 天 気 が 悪 く,工 事 が捗 らな くて こま っ

て い る と言 って い た 。

4.米 国 の 新 エ ネ ル ギ ー開 発 の現 状

第1次 オイルショックから第2次 オイルショ

ック直後まで持て映やされた米国の新エネル

ギー開発も最近では後退を余儀なくされてい

る。 この原因としては政策変更(カ ーター政

権一レーガン政権),石 油需給の緩和,プ ロ

ジェクトコス トの上昇等があげられるが,一

言で言い表わすと 「投資環境の悪化」 と言え

るであろう。とは言 っても,米 国では新エネ

ルギーの開発が完全にス トップしたわけでは

ない。表4に 新エネルギー開発の代表的な分

野に属する石炭液化,石 炭ガス化の現状を,

表5に 両者の主要なプロジェク トの実証計画

を示す。また,新 エネルギー開発を推進させ

るためには,政 府の財政的な援助が重要なファ
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表4米 国における石炭液化,石 炭ガス化の現状

直 接 液化 プ ロ ジェ ク トは パ イ ロ ッ トプ ラ ン トに よ る研 究 をほぼ 終 了 し,商 業 化 の機

の熟する時期 をまっている状態にある。(基礎研究は続行中)。

石 炭 液 化 関 接 液化 プ ロ ジェ ク トは 南 ア フ リカのサ ソー ル の如 く既 に 商業 運 転 中の もの もあ り,

技術開発 も相当進んでいるので,1985年 末に運転開始 を予定 し,建 設段階 にあ るプロ

ジ ェ ク トも存 在 す る。

液 化 プ ロ ジ ェ ク トと比 較 して建 設 費 が安 い ため,民 間 べ 一 ス の プ ロ ジェ ク トの い く

石 炭 ガ ス 化 つ か は,ほ ぼ 計 画 通 りに進 ん で い る。 な お,石 炭 ガ ス化 プ ロジ ェ ク トの 大半 は1980年

代の中頃に運転開始を予定 している。

表5米 国における主要な石炭液化 ・ガス化実証計画

プ ロ ジ ェ ク ト 名 石炭処理量
(t/d)

用 途 現 状 運 開
(年)

SRC-IPROJECT 6,000 液化油
資金面で具体
化 に疑問あ り

1987末

EDSPROJECT 250 液化油 実証試験終了 1980.6

H-COALPROJECT 200～600 液化油 実証試験終了 1980
f

HAMPSHIREENERGY

GASOLINEPROJECT
15,000

ガ ソ リン

LPG

81.9

建 設 許 可 済
1985末

GREATPLAINS
GASIFICATIONPROJECT

14,000 SNG 建設中 1984末

SLAGGINGGASIFIER
PROJECT 600～800 SNG 建設中 『

EXXONCATALYTIC

GASIFICATIONPROCESS
DEVELOPMENT

100 SNG 一 1986

COOLWATERCOAL

GASIFICATIONPROJECT 1,000 電 気 建設中 1984.6

KILnGASPROJECT 600 電 気 建設中 1983中

CATERPILLARTRACTOR
LOWBTUGASFROM

COALPROJECT
200

低 カロ リー

ガ ス
運転中 1979

UNIVERSITYOFMINESOTA
LOWBTUGASIFIREFOR

COMMERCIALUSE
72

低 カロ リー

ガ ス
運転中 1978.10

MEMPHISINDUSTRIAL
FUELGASDEMONSTRATION

PLANT
3,158

中 カロ リー

ガ ス
設計中 『

FIRSTCOLONYPROJECT 4,700b/d メ タ ノー ル 設計中 1986

NORTHALABAMACOAL
GASIFICATION

CONSORTIUMPROJECT
5,000 メ タ ノー ル F/S 1986

PEATMETHANOL
ASSOCIATES

2,000 メ タ ノー ル 設計中 一 一
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表6SFCの 承 認 が 得 ら れ て い るプ ロ ジェ ク ト

プ ロジ ェ ク ト名 地名及び州名 種 類 プ ラ ン ト能 力 運開
(予定)

プ ロジェ クト

の総 コ ス ト

SFCの 価格

保 証 額
備 考

FIRSTCOLONY
PROJECT

CRESWELL

N・CAROLINA

ピー トガ

ス化 メ タ
ノー ル

4,700b/d
1986

第1

四半 期

●,● ■,■,■, 44,000万$

1982末

決 定
CALSYN
PROJECT

PITTSBURG

CA口FORNIA
重7{油 の
精 製

5,100b/d 1984末 4,200万$
5,050万$

(信用保証額)

SANTAROSA
PROJECT

SANTAROS∫

NEWMEXICC

、ター ル サ

ン ド
4,000b/d ●● ・o・

2,400万$ 4,100万$

COOLWATER
COALGASIFICA-
TIONPROJECT

DAGGETT

CALIFORNIA
石 炭ガス
化発電

石 炭1,000t/d

電気100MW
1984.6 30,000万$ 12,000万$

1983.2

決 定
HOPKERNRIVER
PROJECT

KERN

CALIFORNIA

ター ル サ
ン ド 6,500b/d ● ●■ ・・, .,.

7,670万$

(含信用保証)

◎つ
ク タ ー と な り,米 国 の 場 合,合 成 燃 料 公 社

(SFC)が この 役 割 を 果 た して い る。 表6

に現 在SFCの 承 認 が 得 られ て い るプ ロ ジェ

ク トを示 す 。

5.お わ り に

石油資源の供給力については楽観論もある

が,発 展途上国における経済規模の拡大や先

進国の景気回復に伴うエネルギー消費の増大,

液体の持つ特性およびその賦存量を考慮する

と,長 期的にはその需給は再び厳 しくなるこ

とが予想される。

一方,新 エネルギーを実用化させるために

は非常に時間がかかるのが現状である。

したがって,「新エネルギーの開発は経済

性を重視 して民間の自由市場メカニズムのな

かで実現すべきである」との意見は尊重すべ

きではあるが,近 い将来に備え,財 政的な援

助と民間の協力によって,不 断の開発努力を

行うべきであると思われる。

終りに,今 回の調査でお世話になった(株)

野村事務所,三 菱商事(株)お よび(財)電

力中央研究所の皆様に感謝の意を表します。

(くわばら おさむ 主管研究員)

SIx
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研究所のうごき
(昭 和58年4月1日 ～6月30日)

◇ 理 事 会 開催

第14回 理事会

日 時:5月31日(火)12:00～13:30

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

(1)昭 和57年 度 事業 報告書及 び収支決算書(案)

について

◇ 企 画 委 員 会 開催

第26回 企 画委員会

日 時:4月25日(月)10:00～12:00

場 所:東 新第一会議室

議 題:

〔1)需 要先 設置型燃料電池の技術動向 につ いて

(2)燃 料電池 エネルギーシステム調査研究 につい

て

第27回 企画委 員会

日 時=6月22日(水)10:00～12:00

場 所1東 新第 一会議室

議 題:

(1)世 界石油情勢の動向

② 世界石油市場の計量 モデル分析並び にクロ

スイ ンパ ク ト法 によるシナ リオ について

◇ 月 例 研 究 会

第1回 月例 研究 会

日 時:4月22日(金)14:00～16:00

場 所:東 新 ビル(7階)会 議室

議 題:

(1)原 子力開発の 当面の課題

(山本寛理事長)

(2)米 国 にお ける新 エネルギー開発の現状

(桑原脩主管研究員)

第2回 月例研究会

日 時:5月18日(水)14:00～16:00

場 所:ダ イヤモ ン ドビル(10階)ト レイニ ング

セ ンター

議 題:

(1>石 油製品 の需給不均衝解消に関す るケー スス

タディ

(片山優久雄主管研究員)

(2)韓 国及びASEAN諸 国のエネルギー事情

(松井一秋主管研究 員)

第3回 月例研究会

日 時:6月24日(金)14=00～16:00

場 所:航 空会館(7階)第2会 議室

議 題:

(1)ロ ー カル エネルギーへの期待 と今後 の課題

(行松保則 主任研究 員)

(2)わ が国におけ るエ タノール生産 の可能性

(高倉毅主管研究 員)

◇ 主 な で き ご と

4月7日(木)「 環境評価 モデル調査」第6回 委員

会開催

11日(月)「 エ ネルギー フロ ンテ ィア」第2回

回委員会開催

13日(水)「 中小型軽水炉構 想設計 ・経済性検

討」第6回 委員会 開催

19日(火)「 ウラン濃縮関連技術並 びに システ

ム調査」第2回 委員会開催

22日(金)第1回 月例研究会開催

「エネルギー技術国際比較」第3回

委員会 開催

26日(火)「 メタノール利用可能性調査検討」

第2回 委員会開催

27日(水)(自 然 エネルギー利用住宅 システム

技術開発調査)EM第1回 委員会開

催

28日(木)「 昭和57年 度国 内バ イオマス資源に

ょるアルコール生産 ・利用 に関す る」

第2回 委員会開催

5月11日(水)「 中小型 軽水炉構想設計 ・経済性検

討」第7回 委員会開催

18日(水)第2回 月例研究会開催

19日(木)「 環境評価 モデル調査」第7回 委員

会

23日(月)「 中小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」第8回 委員会開催

「エネルギー技術国際比較」第4回

委員会 開催

24日(火)「 原子力 プ ラン ト運転の信頼性に関

する研究会 」開催(第29回)

25日(水)「 メタノール利用 可能性 調 査検 討」

第3回 委員会開催

「昭和57年 度国内バ イオマ ス資源に
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よ るアル コール生産 ・利用 に関す る」

第3回 委員会開催

30日(月)第2回EM委 員会開催

31日(火)第14回 理事会開催

6月15日(水)「 エネルギーフロ ンティア」

第3回 委員会 開催

16日(木)「 実用発電用原子炉廃炉技術調査」

第1回 委員会 開催

17日(金)「 メタノール利用可能性 調査検討」

第4回 委員会 開催

「中小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」第9回 委員会 開催

22日(水)第27回 企画委員会開催

「LNG施 設総合技術調査」第1回

研究会 開催

23日(木)「 環境評価 モデル調査」第8回 委員

会 開催

24日(金)第3回 月例研究会開催

27日(月)「 エネルギー技術国際比較」第5回

委員会開催

28日(火)夏 期研修
～
30日(木)

◇ 人 事 異 動

04月1日 付

(採 用)中 村 政則 主任研究員に任命,プ

ロジェク ト試験研究部

配属

(採 用)小 倉 幸子 総務部 配属

(採 用)青 木 利江 研究員 に任命,プ ロジ

ェク ト試験研 究部配属

副主任研究員 下岡 浩 主任研 究員に任命

研究員,プ ロ
ジェク ト試験 高岡 朋代 業務部 配属

研 究部

◇ そ の 他

外 国出張

(1)横 山二郎主 任研究員 は,IAEA主 催 「放射

性廃棄物管理 に関す る国際会議」 に参加す るた

め,5月15日 か ら同月23日 の間,米 国 に出張 し

た 。

(2)森 田友次主任研 究員は,「 イ ン ドネ シア バ

ンコ炭有効利用調査(事 前調 査)」 の ため,5

月21日 か ら6月2日 の問,イ ン ドネ シァ及びタ

イに出張 した。

)
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